【様式１】

参　加　表　明　書


令和４年　月　 日　
沖縄県土地改良事業団体連合会
会長　　古謝　景春　　殿

申込者（単独法人またはコンソーシアム代表者）
住　所：
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者：（役職）
:（氏名）

「第４４回全国土地改良大会沖縄大会」運営業務委託における企画提案参加について、提案書の提出を希望するので参加表明します。なお、この申込みにあたり次の事項を誓約します。

記

１　公募要領第５項に定める応募要件をすべて満たしており、応募に係る提出書類のすべての事項は事実と相違ありません。なお、虚像の記載事項があった場合は、いかなる処分を受けても一切異議を申し立てません。

２　応募に際し、公募要領記載の内容をすべて承知しております。

３　審査結果に関し、沖縄県土地改良事業団体連合会ホームページ等にその内容が掲載されることに異議ありません。

４　連絡担当者
職・氏名：
電話番号：
FAX番号：
E-mailｱﾄﾞﾚｽ：






【様式２】

参　加　申　込　書


令和４年　月　 日　
沖縄県土地改良事業団体連合会
会長　　古謝　景春　　殿

申込者（単独法人またはコンソーシアム代表者）
住　所：
会社名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
代表者：（役職）
:（氏名）

「第４４回全国土地改良大会沖縄大会」運営業務委託における企画提案参加について、下記のとおり申込みます。

記

１　添付資料
　　実施体制			【様式３】
　　会社概要			【様式４】
　　事業実績			【様式５】
　　コンソーシアム協定書	【様式６】
　　（コンソーシアムで申し込む場合）
　　誓約書			【様式７】
　　企画提案書
（原則としてＡ４横、左上１カ所留めとする）
　　作業スケジュール表
　　事業経費見積書 

２　連絡担当者
職・氏名：
電話番号：
FAX番号：
E-mailｱﾄﾞﾚｽ：




【様式３】

実　施　体　制





































【様式４】
会 社 概 要 



	会社名

	

	代表者役職・氏名

	

	住　所

	

	設立年月日

	

	資本金

	

	従業員数

	

	
直近３年分の売上額（千円）
	



	


事業内容

	


【留意事項】
※直近３年分の決算書を提出すること。



【様式５】

事 業 実 績 

	No.
	受託業務名・業務内容
	契約相手
	受託期間

	
	（受託業務名）


（業務内容）


	
	

R　．　．　．～R　．　．　．

	
	（受託業務名）


（業務内容）


	
	

R　．　．　．～R　．　．　．

	
	（受託業務名）


（業務内容）


	
	

R　．　．　．～R　．　．　．



【留意事項】
※過去、受託した事業から、同種または類似業務の実績を記入すること。













【様式６】

コンソーシアム協定書

（目　的）
第１条　当コンソーシアムは、次の業務を共同して実施することを目的とする。
（１）沖縄県土地改良事業団体連合会が発注する、「第 ○○回全国土地改良大会沖縄大会」運営業務委託（以下「委託業務」という。）の受託。
　 （２）前項の業務のうち、各構成員が実施する業務については、別途協議のうえ定めるものとする。

（名　称）
第２条　当コンソーシアムは、○○・○○・○○コンソーシアム（以下、「当コンソーシアム」という。）と称する。

（事務所の所在地）
第３条　当コンソーシアムは、事務所を（住所・企業名）内に置く。

（成立の時期及び解散の時期）
第４条　当コンソーシアムは、令和　　年　　月　　日に成立し、その存続期間は、令和　　年　　月　　日までとする。
２　委託業務を請け負うことができなかったときは、当コンソーシアムは、前項の規定に関わらず、当該委託業務にかかる請負契約が締結された日に解散するものとする。
３　第１項の存続期間は、構成員全員の同意を得て、これを延長することができる。

（構成員の住所及び名称）
第５条　当コンソーシアムの構成員は、次のとおりとする。

    所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

    所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
    名　称　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（代表者の名称）
第６条　当コンソーシアムは、（　　　　　　　　　　）を代表者とする。

（代表者の権限）
第７条　当コンソーシアムの代表者は、委託業務の履行に関し、当コンソーシアムを代表してその権限を行うことを名義上明らかにしたうえで、発注者及び関係官庁等と折衝する権限並びに請負代金の見積、請求、受領及び当コンソーシアムに属する財産を管理する権限を有するものとする。

（分担業務委託料）
第８条　各構成員の業務の分担及び分担業務の委託料については、次条に定める運営会議で別に定めるものとする。

（運営会議）
第９条　当コンソーシアムは、構成員全員をもって運営会議を設け、当コンソーシアムの運営に関する重要な事項について、協議の上決定し、委託業務の完成に当たるものとする。

（構成員の責任）
第10条　各構成員は、委託業務の請負契約の履行及び委託業務の実施に伴い当コンソーシアムが負担する債務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。

（取引金融機関）
第11条　当コンソーシアムの取引金融機関は、（　　　）銀行（　　　）支店とし、代表者名義の別口預金口座によって取引するものとする。

（権利義務の譲渡の制限）
第12条　この協定書に基づく権利義務は、他人に譲渡することができない。

（委託業務途中における構成員の脱退）
第13条　構成員は、発注者及び構成員全員の承認がなければ、当コンソーシアムが委託業務を完了する日までは、脱退することができない。

（委託業務途中における構成員の破産又は解散に対する措置）
第14条　構成員のうち、いずれかが委託業務中において破産又は解散した場合においては、残存構成員が共同連帯して委託業務を完了する。

（解散後の瑕疵担保責任）
第15条　当コンソーシアムが解散した後においても、当該委託業務につき瑕疵があったときは、各構成員は共同連帯してその責を負うものとする。


（協定書に定めのない事項）
第16条　この協定書に定めのない事項については、構成員が協議して定めるものとする。

　　　　　　　　　　ほか　　　　社は、上記のとおり、○○・○○・○○コンソーシアム協定を締結したので、その証拠としてこの協定書を　　通作成し、各通に構成員が記名押印し、各自所持するとともに、沖縄県土地改良事業団体連合会へ１通を提出するものとする。



令和　　年　　月　　日

      代表者　　会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                代 表 者 名                                            　印


                会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                代 表 者 名                                              印


                会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                代 表 者 名                                              印


                会　社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

                代 表 者 名                                              印




【様式７】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　誓　約　書

沖縄県土地改良事業団体連合会
会長　　古謝　景春　　殿
                                                　　 住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 会社名　　　　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名
当社は、下記事項のいずれにも相違ないことを誓います。

記

１　地方自治法施行令（昭和22 年政令第16 号）第167 条の４第１項の規定に該当しない者。
２　暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第2号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第2号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）に該当する者でないこと及び暴力団又は暴力団員と関係を有する者でないこと。
３　当該委託事業を円滑に遂行するために必要な経営基盤を有し、かつ資金等について十分な
管理能力を有していること。
４　沖縄県内に本社、支社又は営業所を有するものであり、業務進歩状況や業務内容等に関する打ち合わせ等に円滑に対応できる運営体制を有すること。
５ 県税、法人税、消費税及び地方消費税の滞納がない者。
６ 社会保険（労働保険、健康保険及び厚生年金保険）に加入する義務がある者についてはこれ
らに加入していること、雇用する労働者に対し最低賃金額以上の賃金を支払っていること、労働
関係法令を遵守している者。
７ 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づく更生手続開始の申し立て、民事再生法（平成11
年法律第225号）に基づく再生手続開始の申し立て又は破産法（平成16年法律第75号）に基づ
く破産手続開始の申し立てがなされていない者。
８ この公告の日から委託候補者を選定するまでの間に、沖縄県から指名停止措置を受けていない者。
９ 国、地方公共団体、民間等のイベント等業務委託実績及びこれに係るノウハウを有していること。
１０ 応募はコンソーシアムでも可とし、この場合の要件は以下のとおりとする。
ア コンソーシアムを代表する事業者が応募を行うこと。
イ コンソーシアムを構成する全ての事業者は、応募資格（１）、（２）、（５）から（９）の要件を満たす
者であること。
ウ コンソーシアムを構成する事業者のいずれかが応募資格（３）及び（４）の要件を満たす者であ
ること。
エ コンソーシアムを構成する全ての者が、他のコンソーシアムの構成員でないこと。
【様式８】


質　問　票
「第４４回全国土地改良大会沖縄大会」運営業務
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　令和４年　 月　  日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会社名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail 

	No.
	仕様書、募集要領等の項目
	質　問　内　容

	



















	
	


※質問票受付期間：令和４年４月１９日（火）～令和４年４月２２日（金）
